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〔注 記〕 

本計画における用語について 

 

指定避難所 ······· 災害の危険性があり、避難した住民等や、災害により家に戻れなくな

った住民等を滞在させるための施設をいう。 

指定緊急避難場所 · 災害が発生し、又は発生のおそれがある場合に、その危険から逃れる

ための避難場所をいう。 

住 民 ··········· 市域に住所を有する者、他市町村から市域に通学・通勤する者及び災

害時に市域に滞在する者等を含める。 

要配慮者 ········· 高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、児童、傷病者、外国人など、特

に配慮を要する者をいう。また、旅行者も、災害の認識や避難勧告等

の情報入手、地理不案内による自力避難等が困難であることなどから、

要配慮者と考えられている。 

避難行動要支援者 · 要配慮者のうち、自ら避難することが困難な者であってその円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者をいう。 

関西広域連合 ····· 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島

県、京都市、大阪市、堺市及び神戸市をもって組織する広域連合（地

方自治法の規定に基づいて設立した特別地方公共団体）をいう。 

防災関係機関 ····· 国、府､市町村、関西広域連合、指定公共機関及び指定地方公共機関を

いう。 

ライフライン ····· 上水道、工業用水道、下水道、電力、ガス、電気通信の事業をいう。 

 

 

 

 


